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はじめに 

わが国においては、近年、核家族化の進行や共働

き世帯の増加などにより、子どもやその子育てを取

り巻く環境が大きく変化しています。これらの変化

は、子育て家庭の孤立化、都市部を中心とした待機

児童の発生などの多くの課題を生み出し、深刻な社

会問題となっています。 

このような状況の中、国は、幼児期の学校教育・

保育及び地域の子ども・子育て支援の総合的な推進

を図るため、平成24年８月に「子ども・子育て支援法」をはじめとする「子ど

も・子育て関連３法」を制定するとともに、平成27年４月に「子ども・子育て

支援新制度」を開始しました。 

本市においては、「子ども・子育て支援法」において「市町村子ども・子育て

支援事業計画」の策定が市町村に義務づけられたことから、平成27年３月に「男

女が共同し、子どもを安心して生み育て、子どもが健やかに育つまちづくり」

を基本理念とする「姶良市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、お互いに

助け合いながら子育てのできる社会の実現に向けた施策を推進してきました。 

「姶良市子ども・子育て支援事業計画」の計画期間満了にあたり、子ども・

子育てに関する施策をさらに推進するためのものとして、新たに「第２期姶良

市子ども・子育て支援事業計画」を策定いたしました。 

本市の子育て支援に係る総合的な計画として策定した本計画に基づき、本市

が抱える子ども・子育てにおける課題の解決を図るとともに、「男女が共同し、

子どもを安心して生み育て、子どもが健やかに育つまちづくり」に向けた、子

ども・子育てに関する施策の推進を図ってまいります。 

最後に、本計画の策定にあたり、「姶良市子ども・子育て支援に関するニーズ

調査」にご協力いただきました保護者の皆様、貴重なご意見やご提言をいただ

きました「姶良市子ども・子育て会議」の委員の皆様ならびに関係各位に対し

まして、心より感謝申し上げます。 

 

令和２年３月              姶良市長 湯元 敏浩 
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第１章 序論 

 

１ 計画策定の趣旨 

（１）子育てを取り巻く背景 

我が国における子ども・子育てを取り巻く環境は、核家族化の進行や共働き家庭の増加

等により大きく変化するとともに、「子育て家庭の孤立化」「待機児童の発生」等の多くの

問題を抱えています。 

 このような状況の中、国は、保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基

本認識の下、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進するた

め、平成 24 年８月に「子ども・子育て支援法」をはじめとする「子ども・子育て関連３

法」を制定し、平成 27 年４月には「子ども・子育て支援新制度」を開始しました。 

 「子ども・子育て支援法」においては、市町村に対して「市町村子ども・子育て支援事

業計画」の策定を義務づけており、本市においても、平成 27 年３月に「男女が共同し、

子どもを安心して生み育て、子どもが健やかに育つまちづくり」を基本理念とする「姶良

市子ども・子育て支援事業計画」（以下、「第１期計画」という）を策定しました。 

 また、平成 30 年３月には、計画に定めた教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業

の需要量の予測を表す「量の見込み」及び量の見込みに対する「確保方策」について、中

間見直しを行い、平成 30 年度以降の当該部分の改定を行いました。 

 第１期計画期間が令和元年度で満了を迎えることから、国の動向や姶良市の実情を踏ま

えた新たな「第２期姶良市子ども・子育て支援事業計画」を策定する必要性が生じていま

す。 

 

（２）計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計

画」として、策定するものです。 

 また、「次世代育成支援対策推進法」における「市町村行動計画」、「新・放課後子ども

総合プラン」における「市町村行動計画」の内容を含み、本市の子育て支援に係る総合的

な計画として、策定するものです。 

 

（３）関連計画との関係 

本計画は、「姶良市総合計画」「姶良市地域福祉計画」をはじめとする上位計画や「健康

あいら 21（姶良市健康増進計画）」「姶良市障がい者計画・障がい児福祉計画」「姶良市教

育振興基本計画」等の関連計画との整合性を図って策定するものです。 

 計画の推進にあたっては、各計画との連携を十分考慮し、柔軟に計画を推進します。 
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２ 計画の概要 

（１）計画の期間 

本計画の期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

 ただし、子ども・子育てを取り巻く環境の変化等により、本計画と実態との間に大きな

かい離が生じた場合等、計画の見直しが必要と考えられる場合には、見直しを行うものと

します。 

 

（２）計画の対象 

本市に住むすべての子ども、子育て家庭、地域住民、行政等の個人及び団体を計画の対

象とします。 

 なお、本計画においての「子ども」とは、０歳からおおむね 18 歳までとします。 

 

（３）計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、子育て家庭に対するニーズ調査や市民に対するパブリック

コメントの実施とともに、子ども・子育て支援法第 77 条に基づく「姶良市子ども・子育

て会議」における審議等を経て策定しました。 

 

① ニーズ調査 

子育ての現状や子育て支援に対するニーズ等を把握するため、就学前児童及び小学生

の保護者 3,000 名を対象とする「姶良市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」を

実施しました。 

  

② パブリックコメント 

広く市民の意見を反映した計画とするため、本計画の素案を市役所やホームページ等

で公開し意見を募る「パブリックコメント」を実施しました。 

  

③ 姶良市子ども・子育て会議 

子ども・子育て支援に関する学識経験者をはじめ、子ども・子育てに関する事業に従

事している事業主及び労働者の代表、子育て中の保護者代表等で構成される「姶良市子

ども・子育て会議」において、本計画の記載事項について調査・審議しました。 
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３ 姶良市の子ども・子育てを取り巻く状況 

（１）人口・出生等の状況 

① 人口の推移と将来推計 

 ◆ 総人口・年齢３区分人口の推移と将来推計 

国全体及び県全体の人口が減少傾向にある中、本市の総人口は増加傾向にあり、平成

31 年（令和元年）の総人口は 77,126 人となっています。 

 年少人口（0～14 歳人口）についても、増加傾向で推移しており、平成 31 年（令和

元年）の年少人口は 11,160 人となっています。 

 今後も、総人口・年少人口ともに増加が見込まれ、総人口に占める年少人口の割合も

上昇が見込まれています。 

 

総人口・年齢３区分人口の推移と将来推計 

 

出典：平成 27 年～31 年（令和元年）は住民基本台帳に基づく人口、令和２年以降は姶良市独自 

   推計。数値は各年４月１日現在 

 

  

実績　　   推計   

10,804 10,965 11,063 11,183 11,160 11,309 11,380 11,524 11,566 11,650

43,530 43,246 42,946 42,970 42,646 42,361 42,174 41,959 41,910 41,799

21,573 22,064 22,525 22,840 23,320 23,664 23,973 24,213 24,379 24,537

75,907 76,275 76,534 76,993 77,126 77,334 77,528 77,697 77,855 77,986
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 ◆ 児童数の推移と将来推計 

本市の児童数（18 歳未満人口）は、６～11 歳（小学生）人口の増加等による増加傾

向にあり、平成 31 年（令和元年）の児童数は 13,536 人となっています。 

 今後は、12～14 歳（中学生）人口の増加等により増加し、令和６年の児童数が 14,022

人まで増加すると見込まれています。 

 

児童数の推移と将来推計 

 

出典：平成 27 年～31 年（令和元年）は住民基本台帳に基づく人口、令和２年以降は姶良市独自 

   推計。数値は各年４月１日現在 

 

  

    実績　　 推計    

2,011 2,032 2,087 2,032 2,008 1,990 2,014 2,024 2,022 2,016

2,136 2,174 2,174 2,241 2,212 2,251 2,196 2,193 2,174 2,200

4,329 4,403 4,519 4,597 4,698 4,718 4,837 4,840 4,876 4,863

2,328 2,356 2,283 2,313 2,242 2,350 2,334 2,466 2,494 2,572

2,306 2,356 2,402 2,385 2,376 2,313 2,347 2,279 2,389 2,371

13,110 13,321 13,465 13,568 13,536 13,622 13,727 13,802 13,954 14,022
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② 出生の状況 

 ◆ 出生数の推移 

本市の出生数は、600 人台で推移しています。 

 

出生数の推移 

 

出典：「人口動態統計」（厚生労働省） 

 

 ◆ 合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は、鹿児島県全体と同程度の水準で推移しています。 

 

合計特殊出生率の推移 

 

出典：鹿児島県・全国の数値は「人口動態統計」（厚生労働省）、姶良市の数値は「人口動態統計」 

   （厚生労働省）、「県人口移動調査」（鹿児島県）を用いて独自に算出 
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 ◆ 低出生体重児数の推移 

低出生体重児とは、体重が 2,500 グラム未満で生まれた赤ちゃんのことです。 

 本市における低出生体重児数は、年によってばらつきがありますが、出生数に占める

割合はおおむね１割程度となっています。 

 

低出生体重児数の推移 

 
出典：「人口動態統計」（厚生労働省） 
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③ 世帯の状況 

 ◆ 子育て世帯数の推移 

平成 27 年における本市の６歳未満の子どもがいる世帯は 2,951 世帯、18 歳未満の

子どもがいる世帯は 7,121 世帯となっています。 

 

子育て世帯数の推移 

 
出典：「国勢調査」（総務省） 
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 ◆ ひとり親世帯数の推移 

平成 27 年における本市の６歳未満の子どもがいるひとり親世帯は 145 世帯、18 歳

未満の子どもがいるひとり親世帯は 715 世帯となっており、18 歳未満の子どもがいる

ひとり親世帯が増加傾向にあります。 

 

ひとり親世帯数の推移 

 
出典：「国勢調査」（総務省） 
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④ 就労の状況 

 ◆ 女性の就労状況 

本市の女性の年代別就業率は、ほぼすべての年代で上昇しています。 

 一方、子育て世代の中心である 25～44 歳女性の就業率も上昇傾向にありますが、鹿

児島県全体の値を下回っています。 

 

年代別就業率の推移（女性） 

 

出典：「国勢調査」（総務省） 

 

25～44歳女性の就業率の推移 

 

出典：「国勢調査」（総務省） 
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姶良市 鹿児島県
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 ◆ 共働き世帯の推移 

夫婦と 12 歳以下の子どもで構成される世帯の就労状況をみると、父親のみ就業世帯

（専業主婦世帯）が大きく減少し、共働き世帯が増加傾向にあります。 

 末子の年齢別に共働き世帯の割合をみると、平成 22 年と比較して、すべての年齢で

上昇しており、共働きをしながら子育てをすることができる環境の整備がある程度進ん

だと考えられます。 

 

共働き世帯の推移 

 

出典：「国勢調査」（総務省） 

 

末子の年齢別共働き世帯の割合 

 

出典：「国勢調査」（総務省） 

2,368 2,346 2,794 

2,193 1,936 
1,558 

4,707 
4,420 4,527 

50.5%
53.4%

62.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

0

2,500

5,000

7,500

10,000

平成17年 平成22年 平成27年

共働き 父親のみ就業 母親のみ就業

ともに非就業 不詳 共働きが占める割合

（世帯）

27.3%

57.5%55.9%

67.9%
65.2%

71.2%

77.0%

71.9%
74.3%

70.3%

36.2%

70.8%
67.0%

78.8%

74.4%
77.9%77.3%

80.6%

75.3%
79.1%

75.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳 11歳 12歳 13歳 14歳 15歳 16歳 17歳 18歳

平成22年 平成27年
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（２）ニーズ調査結果 

① 調査概要 

 ◆ 調査の目的 

子育ての現状や子育て支援に対するニーズ等を把握し、本計画策定における基礎資料

とすることを目的としました。 

 

 ◆ 調査内容 

平成 25 年８月に国が示した「子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案に

ついて」における別紙４「調査票のイメージ」の設問項目を基に、国の動向や姶良市子

ども・子育て会議の意見等を踏まえて作成した調査票を使用しました。 

 

 ◆ 調査時期 

平成 31 年１月 

 

 ◆ 調査方法・回収状況等 

 

調査種別 就学前児童調査 小学生調査 

調査対象者 
姶良市に居住する０歳から５歳ま
での小学校入学前児童の保護者 

姶良市に居住する小学１年生から
４年生までの児童の保護者 

配布件数 2,000 件 1,000 件 

抽出方法 無作為抽出 

調査方法 郵送による配布・回収 

回収数 
（回収率） 

1,093 件（54.7％） 514 件（51.4％） 

有効回答数 
（有効回答率） 

1,093 件（100.0％） 513 件（99.8％） 

  

 ◆ 調査結果利用上の注意 

 

・ 

 

・ 

 

・ 

回答率は百分比の小数点第２位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場

合があります。 

２つ以上の回答を可とする設問（複数回答）の場合、その回答比率の合計は原則とし

て 100％を超えます。 

図表は、スペースの都合上、文言等を省略している場合があります。 
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② 調査結果（抜粋） 

 ◆ 子育てを主にしているかた 

両調査ともに「父母ともに」が約６割、「主に母親」が約３割を占めています。 

 

・子育て（教育を含む）を主にしているかた【単一回答】 

 

 

 ◆ 子どもをみてもらえる親族・知人の有無 

「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が約７割を占めるな

ど、約９割の保護者が「子どもをみてもらえる親族・知人がいる」と回答している一方、

「子どもをみてもらえる親族・知人がいない」と回答した保護者も約１割を占めていま

す。 

 

・子どもをみてもらえる親族・知人の有無【複数回答・就学前児童調査】 

 

 

 

   

62.5%

62.2%

35.6%

33.1%

就学前児童（n=1,093）

小学生（n=513）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父母ともに 主に母親 主に父親 主に祖父母 その他 無回答

26.3%

68.7%

3.2%

11.8%

11.0%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもら

える

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる友

人・知人がいる

いずれもいない

無回答

就学前児童（n=1,093）
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 ◆ 家庭からみた生活の困難の発生状況 

過去１年の間に経済的な理由で支払いや購入ができなかったことがあったものにつ

いて、「あてはまるものはない」の割合は両調査ともに約９割に達していますが、経済

的理由で何らかの支払いや購入ができなかった保護者も約１割を占めています。 

 

・過去１年の間に経済的な理由で支払いや購入ができなかったことがあったもの 

 【複数回答】 

 

※「衣類」「食料」「文具・教材」については、「よくあった」「ときどきあった」と回答した割合

を示す 

 

  

  

88.8%

6.8%

5.4%

4.1%

2.4%

2.2%

2.3%

2.6%

1.5%

90.6%

4.9%

3.1%

2.4%

2.2%

2.2%

2.0%

1.4%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あてはまるものはない

衣類

食料

文具・教材

家賃

電気料金

ガス料金

電話料金

水道料金

就学前児童（n=1075） 小学生（n=490）
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 ◆ 子どもからみた生活の困難の発生状況 

子どもとの生活に関連して、金銭的・時間的な理由で、過去１年の間に経験できなか

ったこと、家庭で現在行っていないことについて、「あてはまるものはない」の割合は

47.1％にとどまっており、全体の半数以上の世帯が何らかの困難を抱えていると考え

られます。 

 

・金銭的・時間的な理由で、過去１年の間に経験ができなかった、もしくは家庭で現在 

 行っていないこと【複数回答・小学生調査】 

 

 

 

  

47.1%

22.0%

22.0%

19.0%

18.4%

17.0%

16.2%

10.2%

8.2%

8.0%

3.6%

2.2%

0.6%

0.6%

0.6%

0.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

あてはまるものはない

海水浴に行く

スポーツ観戦や劇場に行く

キャンプやバーベキューに行く

博物館・科学館・美術館などに行く

学習塾に通わせる（家庭教師を含む）

１年に１回程度家族旅行に行く

地域活動（子ども会を含む）に参加する

毎月おこづかいを渡す

習い事（音楽、スポーツ、習字等）に通わせる

子どもの年齢に合った本が家にある

毎年新しい洋服・靴を買う

学校行事（運動会、ＰＴＡ活動等）に参加する

子供用のスポーツ用品・おもちゃが家にある

子どもが自宅で宿題をすることができる場所を家に確保している

クリスマスのプレゼントや正月のお年玉をあげる

お誕生日のお祝いをする

小学生（n=499）
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 ◆ 育児における悩み 

就学前児童調査では、「子どもの食事や栄養」「経済的な不安・負担」「自分の時間が

十分もてない」の順に多くなっています。小学生調査では、「勉強や進学のこと」が４

割を超え、突出して多くなっています。 

 

・育児における悩み【複数回答】 

 

21.3%

31.8%

34.2%

28.8%

26.4%

25.8%

19.1%

20.4%

17.8%

11.7%

8.4%

8.4%

8.9%

4.6%

4.2%

4.4%

2.7%

2.8%

5.7%

10.4%

43.7%

25.1%

16.6%

19.9%

19.9%

14.8%

21.2%

13.1%

13.5%

9.9%

6.8%

6.4%

3.9%

2.5%

2.5%

1.9%

2.5%

2.1%

6.0%

14.0%

0% 20% 40% 60%

勉強や進学のこと

経済的な不安・負担

子どもの食事や栄養

自分の時間が十分もてない

しつけがうまくいかない

病気や発育、発達に関すること

子どもとの時間を十分もてない

子育てのストレス（子どもにあたる等）

子どもとの接し方・意思疎通

保育所や幼稚園、学校等の対応

子育て仲間とのつきあい

配偶者との関係（育児の意見が不一致等）

育児の方法がよくわからない

祖父母との育児方針の食い違い

地域の子育て支援サービスを利用したいの

に利用方法がわからない

親戚や隣近所の目が気になる

子育てに協力してくれる相手がいない

不安や悩みを相談する相手がいない

その他

無回答

就学前児童（n=1,093） 小学生（n=513）
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 ◆ 子育てに関する悩みや不安を気軽に相談できる先 

両調査ともに「配偶者」「父母」「友人・子育て中の仲間」が上位に挙げられており、

「相談相手はいない」「誰にも相談しない」といった回答は少数となっています。 

 

・子育てに関する悩みや不安を気軽に相談できる先【複数回答】 

 

 

 

82.7%

79.1%

69.6%

31.7%

27.5%

14.0%

8.9%

7.0%

6.3%

4.0%

0.8%

0.0%

1.3%

0.1%

3.9%

0.7%

1.0%

1.8%

75.8%

70.2%

73.1%

26.7%

22.0%

9.2%

8.0%

6.0%

1.2%

1.2%

1.2%

1.8%

0.0%

0.4%

4.3%

1.8%

2.3%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者

父母（子どもの祖父母）

友人・子育て中の仲間

保育所・幼稚園・学校

親戚

インターネット

隣近所の人

医師・保健師等

地域子育て支援センター

市保健センター

市役所

県児童総合相談センター

母子保健推進員

民生・児童委員

その他

相談相手はいない

誰にも相談しない

無回答

就学前児童（n=1,093） 小学生（n=513）
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 ◆ 子育て支援サービス利用者の満足度 

子育て支援サービス利用者の満足度について、すべてのサービスで７割を超えていま

す。 

 前回調査と比較して、就学前児童調査における「ファミリー・サポート・センター」、

小学生調査における「家庭児童相談室」では、満足度が５ポイント以上上昇している一

方、就学前児童調査における「休日保育」「病児・病後児保育」「家庭児童相談室」、小

学生調査における「病児・病後児保育」は、満足度が５ポイント以上低下しています。 

 

・子育て支援サービス利用者の満足度（満足＋ほぼ満足の合計） 

  【単一回答・就学前児童調査】 

 

※n は、今回調査における回答者数（各サービスを利用していると回答した保護者のうち、満足

度について回答した人数）を示す。妊婦健康診査は、今回調査より新たに追加された調査項目

である 

 

 

 

  

96.5%

91.5%

85.5%

89.9%

93.3%

87.8%

100.0%

75.0%

83.2%

89.0%

91.2%

76.2%

97.2%

93.9%

81.9%

92.4%

92.9%

81.0%

100.0%

100.0%

82.7%

100.0%

93.8%

84.6%

93.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

妊婦健康診査（n=976）

新生児訪問（n=821）

母子保健推進員訪問（n=768）

健康相談（n=682）

離乳食教室（n=536）

ファミリー・サポート・センター（n=49）

ショートステイ事業（n=2）

休日保育（n=24）

一時保育（一時預かり）（n=107）

病児・病後児保育（n=109）

地域子育て支援センター（n=490）

家庭児童相談室（n=21）

図書推進活動（n=246）

今回 前回
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・子育て支援サービス利用者の満足度（満足＋ほぼ満足の合計） 

  【単一回答・小学生調査】 

 
※n は、今回調査における回答者数（各サービスを利用していると回答した保護者のうち、満足

度について回答した人数）を示す 

  

96.4%

97.8%

85.7%

71.4%

97.1%

93.9%

100.0%

60.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ファミリー・サポート・センター（n=28）

図書推進活動（n=93）

病児・病後児保育（n=28）

家庭児童相談室（n=7）

今回 前回
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 ◆ 放課後児童クラブ利用者の満足度 

前回調査と比較して、「総合的な満足度」の大きな変化はみられませんが、「施設・設

備」の満足度が 6.6 ポイント低下しています。 

 

・放課後児童クラブ利用者における、各項目に対する満足度(満足＋ほぼ満足の合計) 

  【単一回答・小学生調査】 

 

※n は、今回調査における回答者数（放課後児童クラブを利用していると回答した保護者のうち、

各項目の満足度について回答した人数）を示す 

 

 

  

76.3%

89.6%

83.7%

89.6%

89.6%

93.3%

85.9%

85.9%

91.1%

82.9%

88.3%

81.8%

90.9%

90.9%

92.2%

89.6%

88.3%

92.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設・設備（n=135）

利用できる曜日や時間（n=135）

利用できる学年（n=135）

職員等の配置状況（人員体制）（n=135）

子どもへの接し方・指導内容（n=135）

病気やケガの時の対応（n=134）

保護者への情報伝達（n=135）

事故防止や災害時避難等の安全対策（n=135）

総合的な満足度（n=135）

今回 前回
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 ◆ 子育て環境や支援への満足度 

両調査ともに、前回調査と比較して満足度が上昇しています。 

 「不満である」「やや不満である」と回答した保護者については、就学前児童調査で

は、「平日の定期的な幼稚園・保育園等のサービスを利用していない」もしくは「認可

外の保育施設を利用している」、「自分の時間が十分もてないなどの育児の悩みを多く抱

えている」といった傾向がみられ、小学生調査では、「ひとり親世帯である」、「放課後

児童クラブの利用意向が強い」、「経済的な不安・負担等の育児の悩みを多く抱えている」

といった傾向がみられました。 

 

・姶良市の子育て環境や支援に対する満足度【単一回答・就学前児童調査】 

 

 

・姶良市の子育て環境や支援に対する満足度【単一回答・小学生調査】 

 

 

  

9.7%

6.7%

33.8%

34.5%

35.8%

40.0%

10.9%

10.7%

6.7%

7.4%

今回（n=1,093）

前回（n=901）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足している ほぼ満足している どちらともいえない

やや不満である 不満である 無回答

7.2%

3.9%

35.3%

35.5%

40.9%

46.5%

9.4%

7.5%

5.1%

5.9%

今回（n=513）

前回（n=439）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足している ほぼ満足している どちらともいえない

やや不満である 不満である 無回答
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 ◆ 就労希望 

「現在の状況」に対して、「今後の希望」における「ひとり親（フルタイム）」や「ふ

たり親（フルタイム）」、「ふたり親（パートタイム）」の割合が高くなっていることから、

パートタイムからフルタイムへの転換や新規就労の希望を持つ保護者が一定数存在し

ていると考えられます。 

 

・家庭類型分類結果【就学前児童調査】 

 

 

 

  

4.4%

4.7%

2.4%

2.3%

0.7%

0.4%

38.7%

44.1%

27.0%

30.2%

26.6%

18.1%

0.2%

0.1%

現在の状況

今後の希望

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり親（フルタイム） ひとり親（パートタイム）
ひとり親（無職） ふたり親（フルタイム×フルタイム）
ふたり親（フルタイム×パートタイム） ふたり親（専業主婦（夫））
ふたり親（無業×無業）

n=907
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 ◆ 保育等サービスに対するニーズについて 

約７割の保護者が「現在、サービスを利用している」と回答しており、利用している

サービスについては、「認可保育所」「認定こども園」「幼稚園」の順に多くなっていま

す。 

 「今後の希望」については、「認定こども園」「認可保育所（私立）」「認可保育所（公

立）」の順に多くなっています。 

 

・平日の定期的な幼稚園や保育園等のサービスの利用状況 

 【複数回答・就学前児童調査】 

 

  

28.8%

12.6%

4.0%

25.0%

24.2%

3.6%

3.8%

0.4%

1.7%

1.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

サービスを利用していない

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

就学前児童（n=1,093）
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・平日に定期的な利用を希望する幼稚園や保育園等のサービス 

 【複数回答・就学前児童調査】 

 

 

 

  

38.8%

28.5%

30.8%

44.0%

41.2%

55.7%

9.9%

2.7%

9.0%

4.2%

2.7%

9.1%

0.5%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園(私立)

幼稚園(公立)

幼稚園の預かり保育

認可保育所(私立)

認可保育所(公立)

認定こども園

小規模保育施設

家庭的保育(保育ママ)

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

就学前児童（n=1,093）
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 ◆ 姶良市に求める子育て支援策 

就学前児童調査では、「保育所や幼稚園にかかる費用負担を軽減する」「子ども連れで

も安心して出かけられる子育てに配慮した社会環境づくりを進める」「子どもが自主的

に参加し、自由に遊べ、安全に過ごすことのできる居場所づくりを進める」の割合が高

くなっています。前回調査と比較して、「小児医療の体制を充実する」の割合が低くな

っています。 

 小学生調査では、「子どもが自主的に参加し、自由に遊べ、安全に過ごすことのでき

る居場所づくりを進める」「事業所に対し、育児休業や看護休暇制度の普及等の啓発に

努め、仕事と子育てが両立しやすい職場環境づくりや仕事と家庭生活の均衡のとれた多

様な働き方を促進する」「子ども連れでも安心して出かけられる子育てに配慮した社会

環境づくりを進める」の割合が高くなっています。前回調査と比較して、「小児医療の

体制を充実する」「保育所や幼稚園にかかる費用負担を軽減する」の割合が低く、「児童

虐待防止のための啓発活動や問題発見のための効果的なネットワークづくりを進める」

の割合が高くなっています。 

 

・姶良市に充実を図ってほしい子育て支援策【複数回答・就学前児童調査】 

 
  

60.2%

58.6%

56.2%

45.9%

45.2%

36.1%

35.8%

27.3%

19.6%

18.8%

16.7%

15.5%

13.7%

11.1%

7.9%

4.9%

4.7%

5.9%

64.7%

61.3%

54.2%

45.0%

47.1%

34.2%

44.0%

26.2%

19.9%

18.9%

12.2%

13.1%

13.8%

9.3%

8.5%

5.2%

2.8%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80%

保育所や幼稚園にかかる費用負担を軽減する

子ども連れでも安心して出かけられる子育てに配慮した社会環境づくりを進める

子どもが自主的に参加し、自由に遊べ、安全に過ごすことのできる居場所づくりを進

める

事業所に対し、育児休業や看護休暇制度の普及等の啓発に努め、仕事と子育てが両立

しやすい職場環境づくりや仕事と家庭生活の均衡のとれた多様な働き方を促進する

保育サービスや放課後児童クラブ等仕事と子育ての両立支援の体制を整備する

子どもを生み育てることを社会全体で温かく見守ることや支援していくことの必要性

を広く啓発していく

小児医療の体制を充実する

子育て家庭に対する住宅面の配慮をする

学校教育においても子育ての意味や楽しさ、男女共同での家事分担等の理解を深める

教育を充実する

地域子育て支援センターのほか、保育所、幼稚園等を活用して地域における相談機能

を高める

健やかな子どもを生み育てるための健康診査や保健指導、育児相談等母子保健対策を

充実する

男女共同参画の意識啓発や男性の家事・育児体験等の機会を充実する

地域で子育てを助け合う体制の整備や地域単位でのコミュニティ活動づくりの支援を

行う

児童虐待防止のための啓発活動や問題発見のための効果的なネットワークづくりを進

める

若い世代に対し結婚や出産・子育ての喜びや楽しさに関する意識啓発を行う

自主的な子育てサークルの育成を進める

無回答

その他

今回（n=1,093） 前回（n=901）
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・姶良市に充実を図ってほしい子育て支援策【複数回答・小学生調査】 

 
 

 

 

 

  

55.2%

41.9%

38.0%

33.1%

31.0%

29.8%

27.3%

21.6%

19.3%

14.8%

13.5%

11.1%

9.4%

9.0%

5.7%

3.3%

3.3%

11.5%

55.1%

41.7%

35.3%

44.9%

34.9%

29.8%

40.3%

21.6%

19.4%

9.3%

11.6%

9.3%

10.3%

9.1%

7.7%

2.5%

2.7%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80%

子どもが自主的に参加し、自由に遊べ、安全に過ごすことのできる居場所づくりを進

める

事業所に対し、育児休業や看護休暇制度の普及等の啓発に努め、仕事と子育てが両立

しやすい職場環境づくりや仕事と家庭生活の均衡のとれた多様な働き方を促進する

子ども連れでも安心して出かけられる子育てに配慮した社会環境づくりを進める

小児医療の体制を充実する

保育サービスや放課後児童クラブ等仕事と子育ての両立支援の体制を整備する

子どもを生み育てることを社会全体で温かく見守ることや支援していくことの必要性

を広く啓発していく

保育所や幼稚園にかかる費用負担を軽減する

子育て家庭に対する住宅面の配慮をする

学校教育においても子育ての意味や楽しさ、男女共同での家事分担等の理解を深める

教育を充実する

児童虐待防止のための啓発活動や問題発見のための効果的なネットワークづくりを進

める

男女共同参画の意識啓発や男性の家事・育児体験等の機会を充実する

地域で子育てを助け合う体制の整備や地域単位でのコミュニティ活動づくりの支援を

行う

地域子育て支援センターのほか、保育所、幼稚園等を活用して地域における相談機能

を高める

健やかな子どもを生み育てるための健康診査や保健指導、育児相談等母子保健対策を

充実する

若い世代に対し結婚や出産・子育ての喜びや楽しさに関する意識啓発を行う

自主的な子育てサークルの育成を進める

その他

無回答

今回（n=513） 前回（n=439）
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４ 第１期計画の評価 

（１）教育・保育の提供体制 

 

事業 評価 

【３～５歳】 

 １号認定及び２号認定（教育希望） 

認定子ども園等への移行も進み、ニーズに対し、

おおむね確保できた。公立幼稚園については、深

刻な定員割れが進んでいる。 

【３～５歳】 

 ２号認定（保育希望） 

既存園における定員の拡大、施設整備に伴う新規

保育所等の設置を進めてきたが、人口流入等にお

ける需要に追いついていない。 

【０～２歳】 

 ３号認定 

小規模保育所等の新規設置を含む形で受入れを図

ってきたが、ニーズを満たしきれていない。 

 

（２）地域子ども・子育て支援事業の提供体制 

 

事業 評価 

地域子育て支援拠点事業（子育て支援セン

ター） 

平成 27 年度に１か所新規開所し、現在６か所で実

施し、ニーズに対する十分な確保ができた。 

子育て援助活動支援事業（ファミリー・サ

ポート・センター） 

ニーズに対する確保はできているが、ニーズは増

加の傾向にある。ある程度のニーズについては対

応できていると考えるが、利用ニーズの多様化に

伴い、対応できなかったケースもあった。 

一時預かり事業（幼稚園における在園児を

対象とした一時預かり） 

ニーズが増加してきているが、おおむね確保でき

たと思われる。 

一時預かり事業（幼稚園における在園児を

対象とした一時預かり以外） 

ニーズが増加してきているが、十分な確保ができ

たと思われる。 

延長保育事業（時間外保育） 
利用児童がわずかではあるが、減少傾向にあり、

園児の受入体制の確保はできたと考える。 

病児・病後児保育事業 

企業主導型保育所等における病児保育施設の設置

等もあり、利用が分散化しており、利用数が減少

傾向にある。ニーズに対する確保ができた。 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 

新年度に入る時期は、待機児童が多少みられるが

夏休み終了時となると減少する傾向にある。新規

クラブの開設、移転に伴う受入児童の拡大を図っ

たことにより、安定的な受入体制が確保できた。 
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事業 評価 

妊婦健康診査 必要量に対する確保ができた。 

乳児家庭全戸訪問事業 必要量に対する確保ができた。 

養育支援訪問事業（ママサポート） ニーズに対する確保ができた。 

家庭相談事業 ニーズに対する確保ができた。 

子どもを守る地域ネットワーク機能強化

事業（その他要支援児童の支援に資する事

業） 

他事業により対応したため、実施しなかった。 

子育て短期支援事業（ショートステイ） 現在３か所で実施しており確保できた。 

利用者支援事業 母子保健型にて確保できた。 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 実施しなかった。 

多様な主体が本制度に参入することを促

進するための事業 
実施しなかった。 
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５ 姶良市の子ども・子育て支援施策の現状・課題 

（１）子育て家庭への支援 

・ 

 

 

平成 31 年４月１日現在、16 か所の認可保育所（小規模保育所含む）があり、定員

918 人に対し、958 人が入所しており、約 104％の入所率となっています。13 か所

ある認定こども園の保育にかかる部分については、定員 833 人に対し、858 人が入

所しています。 

・ 

 

 

 

 

 

 

 

保育を必要とする児童が急激に増加したことから、認可保育所及び認定こども園の入

所園児（幼児）数も増加し、待機児童が発生している状況にあります。また、令和元

年 10 月より保育無償化が始まったことに伴い、「幼稚園の預かり保育」等のニーズも

高まっており、質・量両面で提供体制を充実させていく必要があります。必要に応じ

た増改築等による設備の充実、教諭や保育士の技術・技能を含む研修等を通じた資質

の向上とともに、ニーズ量に見合うだけの人材の確保も大きな課題となっています。

併せて、障がいや疾病を持つ子どもを受け入れるための設備の充実や専門性の高い人

材の確保等も課題となっています。 

・ 

 

 

病児・病後児保育事業や一時預かり事業については、ニーズ調査結果においても、保

護者からの要望が多いことが示されており、ニーズ量に見合った事業内容の充実を図

る必要があります。 

・ 

 

 

ニーズ調査で把握した「ファミリー・サポート・センター」の利用率は、3.5％と低

く、事業の周知を図るとともに、サポートを提供する会員の確保と研修実施による提

供体制の強化を図る必要があります。 

・ 

 

 

 

放課後児童対策（放課後児童クラブ等）については、令和元年度は、22 か所で運営

しており、1,075 人が登録しています。保護者の勤務状態の多様化等により、今後も

ニーズが増加・多様化していくことが予想されます。ニーズへの的確な対応を行うた

め、質・量両面での事業量の確保が必要です。 

・ 

 

 

子育てに関する身近な相談先や情報の入手先として、同じ立場である親同士で気軽な

相談や情報交換等ができる場として、子育て支援センターや子育て応援広場等を設け

ています。 

・ 

 

各種子育て情報等について、子育て便利帳や子育て応援広場、市のホームページ、パ

ンフレット等で発信しています。 
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（２）子どもの健やかな成長のための教育環境の整備 

・ 

 

 

 

学校の教育活動においては、主体的に学ぶ態度や規範意識の醸成を通して、生きる力

の育成に取り組んでいます。また、総合的な学習の時間等において、ボランティア活

動や異世代交流等に取り組み、地域の一員としての自覚、社会に貢献できる人材の育

成に努めています。 

・ 

 

 

青少年健全育成事業として、「青少年育成の日」「家庭の日」の普及啓発活動やあいさ

つ運動の推進、有害環境対策、心身を育てる豊かな体験活動等の多岐にわたる事業を

展開しています。 

 

（３）子育てと社会参加の両立支援 

・ 

 

 

ニーズ調査における育児休業取得率をみると、母親の 41.4％に対し、父親は 1.8%

にとどまっています。母親の取得はもちろん、父親が積極的に取得できるような環境

を整備する必要があります。 

・ 

 

 

子育てをしながら就労している人の増加に伴い、各事業所に対して、子育てをしなが

らでも働きやすい環境づくりの要請やそのための支援等の「ワーク・ライフ・バラン

ス」を達成するための取組が求められています。 

・ 

 

父親の育児参加を進めていくため、子育てに参加するきっかけとなるような父母参加

型の事業等の充実を図る必要があります。 
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（４）専門的な支援を必要とする子どもや家庭への支援 

・ 

 

 

 

ショートステイ（短期入所生活援助）事業については、県内に 17 か所ある児童養護

施設で利用調整を行っていますが、緊急一時利用やＤＶ（配偶者等からの暴力）によ

り経済的に困窮している保護者への対応、トワイライトステイ（夜間養護等事業）も

含め、一層の充実が必要です。 

・ 

 

 

 

 

 

虐待を受けている子どもをはじめとする要保護児童の早期発見や適切な保護を行う

ため、「姶良市要保護児童対策地域協議会」を設置し、関係機関同士の情報共有、意

見交換及び連携による支援活動を行っています。また、虐待を受けた子ども、障がい

児等特別な支援が必要な子ども、ＤＶ（配偶者等からの暴力）被害の母子等への対応

として、子ども相談支援センター（あいぴあ）や基幹相談支援センター（あいか）、

配偶者暴力相談支援センターを設置しています。 

・ 

 

 

 

ひとり親家庭への支援については、生活の安定と児童福祉を目的とした児童扶養手当

の支給及び医療費の自己負担額を助成するひとり親家庭等医療費助成事業の経済的

支援を中心とした取組を行っています。多様な教育・保育事業の提供と併せ、就労支

援制度の周知等も含めた事業を継続して実施することが必要です。 

・ 

 

障がい児等への対応については、障がい児に対する各種サービスの充実とともに、早

期療育を図るため、施設の受入拡充等を行う必要があります。 

 

（５）安全・安心なまちづくりの推進 

・ 

 

 

ニーズ調査では、身近な地域の人に望むこととして、「声掛けや見守りの実施」が多

く挙げられました。子どもたちを犯罪や事故等から守るために、地域コミュニティ活

動の充実等の地域全体で子どもたちを見守る体制づくりが求められています。 

・ 

 

 

 

青パト隊の活動助成や自治会防犯灯に関する事業を行う「姶良市防犯・暴力追放協議

会」に対する補助を行っており、自治会からの防犯灯の修繕や球交換等の申請があっ

た場合は、同協議会から自治会に対して補助金を交付しています。また、青パト隊や

スクールガードリーダー等による見守り活動や危険箇所の点検等も実施しています。 

・ 

 

 

安全な歩行や横断、自転車の点検や正しい乗り方について、定期的に県と連携した交

通安全教室を実施しています。今後も、交通安全指導や交通安全教室等の継続実施、

歩行者にやさしい交通環境の整備等の事業の充実を図る必要があります。 
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第２章 子ども・子育て支援の基本的な考え方 
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第２章 子ども・子育て支援の基本的な考え方 

 

１ 基本理念 

本市においては、第１期計画における基本理念として「男女が共同し、子どもを安心し

て生み育て、子どもが健やかに育つまちづくり」を掲げるなど、お互いに助け合いながら

子育てのできる社会の実現に向けた子育て支援を推進してきました。 

 お互いに助け合いながら子育てのできる社会の実現を目指す考え方は、不変であると考

えられることから、本計画の基本理念について、第１期計画を継承するものとします。 

 

 

 

２ 基本目標 

本計画では、基本理念を実現させるための基本目標を定め、各基本目標の視点に基づい

た施策を推進します。 

 

基本目標１ 未来を担い、創造する子どもたちを育む 

● 

 

● 

 

● 

 

● 

 

家族形態が多様化する中で懸念される親の孤立化や家庭教育力の低下を防止する視

点 

子育ての責任は、第一義的には保護者にあることを前提に地域の関わりの重要性を

周知する視点 

子育てに魅力や喜び、楽しみを感じ、安心して子どもを生み育てられる環境づくり

の視点 

男女ともに子育てと社会参画を両立できるまちづくりの視点 

 

基本目標２ 子どもたちの可能性と夢を引き出す 

● 

● 

 

 

子どもたちの健全育成を促す大人の責務を考える機会を設ける視点 

子どもが「確かな生きる力」を身につけ成長し、自立したまちづくりに貢献する力

を与えるという視点 

 

基本目標３ 地域の見守りと気づきで創る子どもたちの未来 

● 

● 

 

子どもとその保護者が安全で安心して生活できる生活空間の整備の視点 

子どもを事故や犯罪等から守るための地域が一体となった連絡体制の整備等、地域

社会が地域の子どもの成長に積極的に関われる環境整備の視点 

 男女が共同し、子どもを安心して生み育て、 

       子どもが健やかに育つまちづくり 
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３ 施策の展開 

基本理念の実現に向け、６つの主要施策を中心とした施策の展開を図ります。 

 

基本理念 
男女が共同し、子どもを安心して生み育て、 

子どもが健やかに育つまちづくり 

  

基本目標 

１．未来を担い、創造する子どもたちを育む 

２．子どもたちの可能性と夢を引き出す 

３．地域の見守りと気づきで創る子どもたちの未来 

  

主要施策（１） 子育て家庭への支援 

 ① 子育て支援サービスの充実 

 ② 経済的負担の軽減 

 ③ 相談支援体制の充実 

主要施策（２） 母子の健康の確保と増進 

 ① 安心して妊娠、出産できる環境の確保 

 ② 親子の健康への支援 

 ③ 食育の推進 

主要施策（３） 子どもの健やかな成長のための教育環境の整備 

 ① 学校における教育環境の整備 

 ② 思春期の保健対策 

 ③ 家庭の教育力の向上 

主要施策（４） 子育てと社会参加の両立支援 

 ① ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の推進 

 ② 保育サービスの充実 

 ③ 放課後の居場所づくり 

 ④ 産休後及び育休後の教育・保育施設の円滑な利用の確保 

主要施策（５） 専門的な支援を必要とする子どもや家庭への支援 

 ① 児童虐待対策の充実 

 ② ひとり親家庭等の自立支援 

 ③ 障がいのある子ども等を抱える家庭への支援 

 ④ 不登校やひきこもりの子どもを抱える家庭への支援 

主要施策（６） 安全・安心なまちづくりの推進 

 ① 子どもの安全の確保 

 ② 犯罪・事故の被害にあわないための環境の整備 

 ③ 子育てを支援する生活環境の整備 
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（１）子育て家庭への支援 

① 子育て支援サービスの充実 

本市では、平成 31 年４月１日現在、４か所の地域子育て支援センター及び２か所の

つどいの広場を設けていますが、天候に左右されない育児交流を行う場所の整備や保育

園開放を通じた子育てに関する相談、機関紙による育児に関する情報提供を行うととも

に、子育てサークルの活動支援や一時預かり等の充実を図っています。 

 今後も、地域子育て支援センターを子育て支援の拠点と位置づけ、相談事業における

各行政分野との連携強化、専門の職員による相談や必要な情報の提供を行うとともに、

子育てサークルの活動支援を継続して推進します。 

 また、不定期な保育ニーズに対応するファミリー・サポート・センター事業や病児・

病後児保育事業の充実と、すべての家庭が安心して子育てに取り組めるよう、子育てに

関する養育支援の充実に努めます。 

 さらに、主任児童委員を中心とした民生委員・児童委員活動等を通じて、子育て家庭

の様々な事情の収集や状況把握に努め、個々の家庭が抱える悩みや不安の解消を図りま

す。 

 

 ◆ 教育・保育施設の一体的提供の推進 

認定こども園は、保護者が働いている、働いていないにかかわらず柔軟に子どもを受

け入れ、教育・保育を一体的に行う機能を持つ施設です。 

 本市では、教育・保育施設の利用状況や保護者の利用希望に基づき、認定こども園の

円滑な整備の促進に努めてきました。 

 今後も、施設の状況や保護者のニーズ等を踏まえながら、認定こども園の整備による

教育・保育施設の一体的提供を推進します。 

 

 ◆ 教育・保育の質の向上 

教育・保育の提供にあたっては、その量の確保とともに質を確保することも重要です。 

 よりよい教育・保育サービスが提供できるよう、研修等の受講促進による幼稚園教諭

や保育士等のスキルの向上とともに、教育・保育人材の確保に努めます。 

 

 ◆ 幼・保・小の連携 

本市では、子どもが小学校に就学する際には、就学後の教育に活かすことができるよ

う、子どもの「行動の特徴」「具体的な興味や関心」「遊びの傾向」「社会性の育ち」「内

面的な育ち」「健康状態」「発達援助の内容」等について、幼稚園教諭・保育士等から小

学校教員へ引き継ぎを行うなどの連携を図っています。 

 今後も、子ども一人ひとりにとって最善の利益となることを目指し、認定こども園・

幼稚園・保育所・小学校の連携を図ります。 
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② 経済的負担の軽減 

本市では、保護者の子育てに係る経済的負担の軽減を図るため、児童手当の支給や子

ども医療費の助成、障がい児に対する特別児童手当の支給、不妊治療に係る費用負担の

助成、多子世帯への経済的支援等を行っています。 

 今後も、各種経済的支援の継続的な実施及び充実を図ります。 

 

 ◆ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

令和元年 10 月から開始された幼児教育・保育の無償化における施設等利用給付の実

施においては、公正かつ適正な支給を確保するとともに、保護者の経済的負担や利便性、

施設の資金面等を考慮して行うことが求められています。 

 施設に対する指導監査等に関して県との連携に努めるとともに、施設等利用給付につ

いて、保護者や施設に配慮した方法を検討したうえで実施します。 

 

③ 相談支援体制の充実 

本市では、子育て等に対する悩み・不安を解消するため、子育てコンシェルジュ、子

ども相談支援センター（あいぴあ）、基幹相談支援センター（あいか）、子育て支援セン

ター等を配置・設置し、相談への対応、必要に応じた支援・情報提供を行っています。 

 今後も、引き続き相談支援体制を確保するとともに、これらの事業の周知を図ります。 
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（２）母子の健康の確保と増進 

① 安心して妊娠・出産できる環境の確保 

子どもを安心して生み育てるためには、妊娠期から出産に至るまで、切れ目のない一

貫した支援が必要です。 

 本市では、安心して妊娠期を過ごし、無事に出産を迎えることができるよう、母子健

康手帳の交付時に個別の面談を行い、必要に応じて支援しています。また、保護者の育

児不安の解消等を図るため、産後ケア、新生児訪問、乳幼児健診等の場を活用し、出産

後の相談に応じています。さらに、妊産婦健康診査や新生児聴覚検査にかかる費用の助

成を行うとともに、不妊に悩む夫婦が受ける治療費の一部についても、助成を行ってい

ます。 

 今後も、これらの事業を継続して実施し、子どもを安心して妊娠・出産できる環境の

確保に努めます。 

 

② 親子の健康への支援 

乳幼児期の健康管理について、発育・発達状況を確認するため、成長に応じた乳幼児

健診や健康相談、訪問指導等を行うとともに、健康的な生活習慣の確立に向けた健康教

育等の一層の充実に努めます。 

 また、乳幼児健診の受診率向上を図り、疾病の早期発見・治療に努めるとともに、安

心して子育てできるよう、相談・支援体制の充実に努めます。 

 

③ 食育の推進 

食生活の充実は、健康な体を作るだけではなく、望ましい生活のリズムを確立するた

めには欠かせないものです。 

 本市では、成長の段階に応じた食に関する情報の提供等による食育の推進に取り組ん

でいます。 

 今後もこれまでの取組を継続して実施し、心と身体の健康づくりを推進します。 
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（３）子どもの健やかな成長のための教育環境の整備 

① 学校における教育環境の整備 

 ◆ 教育内容の充実 

子どもたちの生きる力を育成するために、主体的に学ぶ態度の育成及び知識や技能の

習得、思考力・判断力・表現力等を重視した教育を推進します。 

 また、豊かな人間性を育むために、子どもが自分自身も地域の一員であることを自覚

し、郷土愛や他人への思いやり、社会に対する責任感等を認識できるよう、子どもと地

域住民がふれあう機会の提供やキャリア教育を一層推進する等の指導方法・指導体制の

工夫改善を図ります。 

 

 ◆ 地域との連携・協働による学校づくり 

学校評議員制度や学校関係者評価等の地域の声を学校経営へ反映するとともに、地域

住民を中心にボランティア支援や協力を要請するなど、地域学校協働活動に基づいた地

域との連携・協働を図り、地域の中の学校づくりに努めます。 

 

 ◆ 各種問題への対応体制の充実 

問題行動やいじめ・不登校等に対応するために、学校、家庭、地域及び関係機関との

ネットワークづくりに努め、子どもの心の問題に寄り添った対応に努めます。 

 

② 思春期の保健対策 

スマートフォン等の普及による多様な情報の氾濫に起因する弊害や薬物乱用、喫煙、

飲酒による心身への影響等が非常に危惧されている状況にあります。また、交際相手か

らのデートＤＶも社会問題となっています。 

 本市では、これらの心身の健康を阻害する問題への対策として、子どもたちが正しい

知識を持ち、適切な対応を取れるよう、発達に応じた保健教育の実施や普及活動に努め

てきました。 

 今後も、これまでの取組を継続して実施します。 
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③ 家庭の教育力の向上 

子育て支援法や姶良市子育て基本条例においては、子育てについて、父母その他の保

護者が第一義的責任を有すると定められており、子どもの健全な育成を図るために、家

庭の教育力は必要不可欠なものです。 

 本市では、基本的な生活習慣や、親と子の関わり等に関する保護者を対象とした家庭

教育学級等の学習機会の充実により、家庭の教育力の向上を図ってきました。 

 今後も、これまでの取組を継続して実施します。 

 

（４）子育てと社会参加の両立支援 

① ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の推進 

女性の就業率が上昇傾向にある中、母親・父親問わず子育てに参加するとともに、社

会全体で子育てを支える環境を整備することで、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生

活の調和）を実現させる必要があります。 

 職場優先の意識を解消し、家族との時間を大切にできる職場環境づくりに取り組みま

す。 

 

 ◆ ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発の推進 

様々な機会を活用して、仕事と生活の調和の重要性に関する市民の理解促進や、仕事

と子育てを両立しやすい社会の実現に向けた社会的気運の醸成に努めます。 

 具体的には、インターネット等を活用した周知・広報によるワーク・ライフ・バラン

スの理念を踏まえた意識啓発を推進するとともに、父親の子育て参加を促すような講座

の実施、職場や地域社会全体に対する男性の育児休業の取得に関する意識啓発等を推進

します。 

 

 ◆ 事業所の取組の促進 

事業所へのワーク・ライフ・バランスに関する啓発を行うとともに、これらの取組に

積極的に取り組む事業所のホームページへの掲載等、仕事と生活の調和を実現している

事業所への社会的評価の促進に努めます。 

 

② 保育サービスの充実 

共働き世帯の増加とともに、通常保育に対するニーズは増加傾向にあります。 

 また、就労形態の多様化等に伴い、休日保育や延長保育、一時預かり、病児・病後児

保育等へのニーズも増加しています。 

 今後は、本計画で定める量の見込みと確保方策に基づき、保育サービスの充実を図り

ます。 
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③ 放課後の居場所づくり 

本市では、放課後や週末、長期休業中等に子どもたちが安全で安心して生活できる場

を提供し、児童の健全育成を図ることを目的に、放課後児童健全事業における放課後児

童クラブを平成 31 年４月現在、22 か所で開設しています。 

 すべての児童の安全・安心な放課後等の居場所を確保するため、国が定めた「新・放

課後子ども総合プラン」に基づく、放課後の居場所づくりに努めます。 

 

 ◆ 放課後児童クラブの年度ごとの量の見込み及び目標整備量 

共働き世帯の増加等により、利用ニーズが増加傾向にあったこと等を踏まえ、平成

31 年４月に新たに２か所を開設しました。今後も、利用者のニーズや施設の状況を踏

まえながら、整備の検討を行います。 

 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 

１年生 人 315 322 296 303 286 

２年生 人 287 271 281 263 273 

３年生 人 187 218 209 221 209 

４年生 人 114 113 135 131 141 

５年生 人 58 61 62 74 74 

６年生 人 39 35 37 38 47 

合計 人 1,000 1,020 1,020 1,030 1,030 

②目標整備量 
人 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 

か所 22 22 22 22 22 

③過不足（②－①） 人 110 80 80 70 70 

 

 ◆ 放課後子供教室の実施計画 

放課後子供教室は、すべての児童を対象に、放課後等に地域住民の参画を得て、学習

や体験、交流等の多様な活動を行うものですが、本市においては、現在実施していませ

ん。 

 今後、地域の実情等を考慮しながら実施の検討を行います。 
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 ◆ 一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室の令和５年度に達成されるべき目標 

   事業量 

放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施においては、一体的もしくは連携により

実施することを望ましいとされていますが、本市においては、現時点において、放課後

子供教室の具体的な実施計画がないことから、令和５年度に達成されるべき目標事業量

は定めませんが、放課後子供教室を実施する場合には、可能な限り一体型として実施で

きるよう努めます。 

 

 ◆ 放課後児童クラブ及び放課後子供教室の一体的な、又は連携による実施に関する具 

   体的な方策 

放課後子供教室を実施する場合には、地域の実情に基づいた多様なプログラムの提供

を推進するとともに、児童の安全面に配慮した実施体制の構築を図ります。 

 

 ◆ 小学校の余裕教室等の放課後児童クラブ及び放課後子供教室への活用に関する具体 

   的な方策 

両事業の実施においては、児童の安全面等に考慮し、小学校内における実施が望まし

いとされています。 

 今後、両事業を整備・実施を検討する場合には、余裕教室の把握やその活用について、

学校等との協議を行います。 

 

 ◆ 放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施に係る福祉部局と教育部局の具体的な 

   連携に関する方策 

両事業の実施においては、必要に応じて、協議の場を設けるなど、福祉部局と教育部

局間の連携による実施を推進します。 

 

 ◆ 特別な配慮を必要とする児童への対応に関する方策 

障がい・疾病・虐待等により、特別な配慮を必要とする児童が放課後を安心して過ご

すことができるよう、特別な配慮を必要とする児童に対する受入体制の確保に努めます。 

 

 ◆ 地域の実情に応じた放課後児童クラブの開所時間の延長に係る取組 

本市においては、それぞれの放課後児童クラブにおいて、保護者のニーズや施設の実

情等に応じた開所時間の設定を行っており、ニーズ調査においても、放課後児童クラブ

利用者の約９割から「利用できる曜日や時間」について、「満足」もしくは「ほぼ満足」

との回答を得ることができています。 

 今後も、各施設の状況等も踏まえ、必要に応じた開所時間の延長に努めます。  
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 ◆ 子どもの健全な育成を図る場としての放課後児童クラブの役割を更に向上させてい 

   くための方策 

放課後児童クラブは、保護者が昼間家庭にいない小学校児童を放課後に「生活の場」

を提供し、単に預かるという役割だけでなく、適切な「遊びの場」「学びの場」を提供

することで、子どもたちの健全な育成を図るという役割を担っています。 

 放課後児童クラブ職員の研修参加の促進等による専門的な知識や技能を有する人材

の確保等により、放課後児童クラブの質的向上に努めます。 

 

 ◆ 各放課後児童クラブにおける育成支援の内容について、利用者や地域住民への周知 

   を推進させるための方策 

放課後児童クラブが子どもの健全な育成を図る場としての役割を果たすためには、各

放課後児童クラブについて、利用者や地域住民の理解を得る必要があります。 

 利用者や地域住民に対する育成支援の内容を含む放課後児童クラブの周知・啓発に努

めます。 

 

④ 産休後及び育休後の教育・保育施設の円滑な利用の確保 

小学校就学前児童の保護者が、産前・産後休暇、育児休業明けに希望に応じて円滑に

認定こども園、幼稚園、保育所等を利用することができるよう、産前・産後休暇、育児

休業期間中の保護者に対する情報提供や相談支援等を行います。 

 また、出産後の保育所等への入所時期を考慮して育児休業の取得をためらったり、取

得中の育児休業を途中で切り上げたりする状況があることを踏まえ、育児休業満了時に

認定こども園、幼稚園、保育所等の利用を希望する保護者については、育児休業満了時

から円滑に利用できる環境の整備に努めます。 
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（５）専門的な支援を必要とする子どもや家庭への支援 

① 児童虐待対策の充実 

児童虐待は、子どもの心身の成長や人格形成に大きく影響を与えるものであり、迅速

かつ適切な対応が求められています。 

 本市では、養育支援を必要とする家庭を子ども相談支援センター（あいぴあ）等の関

係機関を通じて早期に把握し、各種事業を活用して虐待を予防するとともに、虐待の早

期発見・早期対応に努め、児童相談所の権限や専門性を必要とする場合には、速やかに

児童相談所による支援を求めるなど、関係機関との連携強化に取り組んでいます。 

 今後も、これまでの取組を継続して実施し、児童虐待の防止や被害児童に対する支援

の充実に努めます。 

 

 ◆ 相談体制づくりや関係機関との連携強化 

虐待の発生予防、早期発見、早期対応等が行えるよう、地域の関係機関との連携及び

情報共有により、要保護児童に対する支援を行う要保護児童対策地域協議会の取組の強

化に努めます。 

 具体的には、要保護児童対策地域協議会の効果的な運営や虐待相談に対する組織的な

対応等の実現のため、専門性を有する職員の配置や講習会等への参加を通じた本市の体

制強化を図ります。 

 また、一時保護等が必要と判断した場合における児童相談所への通知や適切な援助依

頼等、県との連携強化を図ります。 

 

 ◆ 発生予防、早期発見、早期対応 

虐待の発生予防のため、乳幼児健診や乳児家庭全戸訪問事業、相談・教室等の母子保

健事業、関係機関との連携等を通じて、子どもがいる家庭の状況把握に努め、支援を必

要とする場合には、相談や訪問事業等の適切な支援につなげます。 

 また、庁内の関係部局が緊密な連携を図るとともに、関係機関と市が速やかに情報共

有を行うための連携体制の構築を図ります。 

 さらに、虐待の発生予防、早期発見等のため、児童委員やＮＰＯ、ボランティア等の

民間団体等を積極的に活用します。 

 

 ◆ 社会的養護施策との連携 

子ども・子育て支援を推進するにあたって、子育て短期支援事業を実施する児童養護

施設等との連携等、社会的養護の地域資源の活用に努めます。 

 また、里親の開拓や里親支援につながる広報・啓発等における県との連携により、地

域の中で社会的養護が行えるような支援体制の整備に努めます。 
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② ひとり親家庭等の自立支援 

ひとり親家庭、特に母子家庭においては、子育てと生計の担い手を一人で背負うこと

が多く、日常生活において様々な問題に直面しているとみられています。 

 本市においても、18 歳未満の子どもがいる家庭の約１割がひとり親家庭です。 

 これまで、ひとり親家庭の自立した生活と子どもの健やかな成長を促進するため、児

童扶養手当やひとり親家庭等医療費助成、母子家庭自立支援給付事業の経済的支援を継

続的に行うとともに、就業が困難なひとり親家庭への支援や子育てサービスの情報提供、

相談体制の充実を図ってきました。 

 今後も、これまでの取組を継続して実施し、ひとり親家庭等の総合的な自立支援を推

進します。 

 

③ 障がいのある子ども等を抱える家庭への支援 

本市では、障害福祉施策の推進を図るための指針として、日常生活や社会生活で支援

を必要とするすべての人を対象者とする「姶良市障がい者計画・障がい福祉計画・障が

い児福祉計画」を策定し、障害福祉施策に関する基本的な考え方や方向性を示すととも

に、障害福祉サービスの提供体制の確保やその他法律に基づく業務の円滑な実施につい

て定めています。 

 今後も、上記の計画に基づき、居宅介護や障害児通所支援、短期入所等のサービスの

充実、関係機関との連携による支援体制の充実を図ります。 

 また、発達障がいを含む障がい児の多様なニーズに対応するため、基幹相談支援セン

ター（あいか）の充実・周知を図るとともに、様々なサービス等を組み合わせた総合的

な生活支援のためのケアマネジメントの実施体制づくりに継続して取り組みます。 

 さらに、認定こども園・幼稚園・保育所等の教育・保育施設あるいは地域型保育事業

における障害児保育事業の充実、放課後児童クラブ等における障がい児等の受入体制の

構築について、関係機関と連携して推進します。 

 

④ 不登校やひきこもりの子どもを抱える家庭への支援 

不登校やひきこもり等の問題を抱える家庭に対して、関係機関と連携を図りながら継

続的な訪問支援等を行うなど、多様な相談に対応したきめ細やかな支援に努めます。 
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（６）安全・安心まちづくりの推進 

① 子どもの安全の確保 

子どもを交通事故から守るためには、地域と学校、警察等の関係機関・団体と連携し、

交通事故の減少に向けた取組を推進していく必要があります。 

 本市では、交通安全に関する知識を深め、交通ルールを守る習慣を小さいときから身

につけるため、幼児期の交通安全指導や交通安全教室等を行ってきました。 

 今後も、これまでの取組を継続して実施し、子どもたちに対する交通安全意識の醸成

に努めます。 

 

② 犯罪・事故の被害にあわないための環境の整備 

子どもが被害者となる犯罪・事故が全国各地で発生しており、子育て中の保護者にと

って、大きな不安のひとつとなっています。 

 本市では、登下校時における犯罪や事故からの被害から守るために、地域の防犯パト

ロール等により、犯罪・事故の発生しない環境づくりに取り組んでいます。 

 今後も、これまでの取組を継続して、犯罪・事故の発生予防に努めます。 

 

③ 子育てを支援する生活環境の整備 

生活環境の整備を検討する際には、安全性の確保やまちづくりの観点に立って、バリ

アフリー化を推進します。 

 また、子どもが社会性を培うための身近な遊び場である公園等の計画的な整備と適切

な管理に努めます。 
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第３章 事業計画 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

子ども・子育て支援法では、本計画において、教育・保育及び地域子ども・子育て支援

事業を提供する区域を定め、区域ごとに今後５年間の需要量の予測を表す「量の見込み」

と「量の見込み」に対する「確保方策」を定めることを求めています。 

 本市においては、①保護者や子どもが利用しやすい範囲であるか、②事業量を適切に見

込み、確保できる単位であるかの視点により検討を行った結果に基づき、「市全域」を提

供区域として設定します。なお、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）について

は、現状を踏まえ、小学校区を運用における基本単位として実施します。 

 

２ 教育・保育の提供体制の確保 

「量の見込み」については、各サービス等の利用状況、今後の児童数予測、ニーズ調査

により把握した保護者からのニーズ等を基に算出しました。 

 「確保方策」については、保護者からのニーズを踏まえるとともに、各サービス等を提

供する事業所等の現状や今後の意向、姶良市の状況等を踏まえ、設定しました。 

 

 ◆ 分類及び認定区分 

以下のとおり分類及び認定区分を定めます。 

分類 認定区分 児童年齢 

・１号認定 

 専業主婦（夫）家庭、就労短時間家庭 
１号認定 ３～５歳 

・２号認定（教育希望） 

 共働きであるが、幼稚園の利用を希望している家庭 
２号認定 

３～５歳 

・２号認定（保育希望） 

 共働き家庭 
３～５歳 

・３号認定 

 共働き家庭 
３号認定 ０～２歳 
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① 【３～５歳】１号認定及び２号認定（教育希望） 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 

１号 人 600 600 600 600 598 

２号（教育希望） 人 441 426 426 421 429 

合計 人 1,041 1,026 1,026 1,021 1,027 

②確保方策 

特定教育・保育施設 人 769 769 769 769 769 

確認を受けない 
幼稚園 

人 296 296 296 296 296 

特定教育・保育施設 人 1,065 1,065 1,065 1,065 1,065 

③過不足（②－①） 人 24 39 39 44 38 

  ・確保の考え方 

現時点で提供体制が確保できていると考えられることから、今後も現行体制で対応します。 

 

② 【３～５歳】２号認定（保育希望） 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み ２号（保育希望） 人 1,184 1,144 1,142 1,129 1,144 

②確保方策 

特定教育・保育施設 人 969 1,000 1,000 1,000 1,000 

地域型保育事業 人 0 0 0 0 0 

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

人 16 16 16 16 16 

合計 人 985 1,016 1,016 1,016 1,016 

③過不足（②－①） 人 ▲199 ▲128 ▲126 ▲113 ▲128 

  ・確保の考え方 

確保方策が量の見込みを下回っていることから、定員の弾力化等により可能な限り対応する

とともに、既存事業所における定員の拡大、新規保育所等の設置を促進するなど、提供体制

の確保を図ります。 
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③ 【０歳】３号認定 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人 115 115 115 115 115 

②確保方策 

特定教育・保育施設 人 167 176 176 176 176 

地域型保育事業 人 17 35 35 35 35 

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

人 24 26 26 26 26 

合計 人 208 237 237 237 237 

③過不足（②－①） 人 93 122 122 122 122 

  ・確保の考え方 

現時点で提供体制が確保できていると考えられることから、今後も現行体制で対応します。 

 

④ 【１～２歳】３号認定 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人 796 810 818 817 814 

②確保方策 

特定教育・保育施設 人 562 582 582 582 582 

地域型保育事業 人 36 75 75 75 75 

企業主導型保育施設 
（地域枠） 

人 36 40 40 40 40 

合計 人 634 697 697 697 697 

③過不足（②－①） 人 ▲162 ▲113 ▲121 ▲120 ▲117 

  ・確保の考え方 

確保方策が量の見込みを下回っていることから、定員の弾力化等により可能な限り対応する

とともに、既存事業所における定員の拡大、新規保育所等の設置を促進するなど、提供体制

の確保を図ります。 
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⑤ 保育利用率 

本計画においては、３歳未満の児童数に占める保育の利用定員の割合である「保育利

用率」について、年度ごとの目標値を設定することが求められています。 

 本市においては、確保方策として設定した数値等に基づき、以下のとおり設定します。 

 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①推計児童数（３歳未満） 人 1,990 2,014 2,024 2,022 2,016 

②確保方策（利用定員数） 人 842 934 934 934 934 

③保育利用率目標値（②／①） ％ 42.3 46.4 46.1 46.2 46.3 

 

３ 地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保 

教育・保育同様、各サービス等の利用状況、今後の児童数予測、ニーズ調査により把握

した保護者からのニーズ等に基づき算出した、今後５年間の需要量の予測を表す「量の見

込み」と、「量の見込み」に対する「確保方策」を以下のとおり定めます。 

 

① 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子が相互の交流を行う場所

を開設し、交流・育児相談や情報提供等を行う事業です。 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人日 16,600 16,600 16,600 16,600 16,600 

②確保方策 
人日 16,600 16,600 16,600 16,600 16,600 

か所 6 6 6 6 6 

③過不足（②－①） 人日 0 0 0 0 0 

  ※人日：延べ利用日数 

  ・確保の考え方 

現時点で提供体制が確保できていると考えられることから、今後も現行体制で対応します。

実施においては、少子化や就労形態の多様化に対応し、気軽に子育ての相談ができるような

体制づくりや自主的な子育てサークルの育成と活動の支援のほか、幼児期における子どもの

心身の健やかな発達を促進するため、関係機関との連携による親子のふれあいの場の創出に

努めます。 
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② 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

児童の預かり等の援助を受けることを希望する者（依頼会員）と援助を行うことを希

望する者（提供会員）との相互援助活動に関する連絡・調整を行う事業です。 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人日 980 980 980 980 980 

②確保方策 
人日 980 980 980 980 980 

か所 1 1 1 1 1 

③過不足（②－①） 人日 0 0 0 0 0 

  ※人日：延べ利用日数 

  ・確保の考え方 

現時点で提供体制が確保できていると考えられることから、今後も現行体制で対応します。

実施においては、事業の広報・周知を図るとともに、相互援助活動が安全にスムーズに行え

るよう、入会時の指導や確認の徹底、提供会員の確保やレベルアップのための研修の充実等

を図ります。 
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③ 一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、保育

所やその他の場所で一時的に預かる事業です。幼稚園型は幼稚園の在園児を対象として

います。 

  ・量の見込みと確保方策（幼稚園型） 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 

１号 人日 500 500 500 500 500 

２号（教育希望） 人日 17,000 16,900 16,800 16,700 17,000 

合計 人日 17,500 17,400 17,300 17,200 17,500 

②確保方策 
一時預かり事業 
（幼稚園型） 

人日 17,500 17,400 17,300 17,200 17,500 

か所 8 8 8 8 8 

③過不足（②－①） 人日 0 0 0 0 0 

  ※人日：延べ利用日数 

  ・量の見込みと確保方策（幼稚園型以外） 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人日 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 

②確保方策 
人日 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 

か所 9 9 9 9 9 

③過不足（②－①） 人日 0 0 0 0 0 

  ※人日：延べ利用日数 

  ・確保の考え方 

利用者のニーズや施設の状況に応じて、量の確保を行うとともに、預かり時間中の安全・安

心の確保のための人員の確保や設備等の充実を図ります。 
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④ 延長保育事業（時間外保育） 

保育時間の延長に対する需要に対応するために、11 時間の保育所開所時間を超えて

保育を行う事業です。 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人 800 800 800 800 800 

②確保方策 
人 800 800 800 800 800 

か所 21 21 21 21 21 

③過不足（②－①） 人 0 0 0 0 0 

  ・確保の考え方 

現時点で提供体制が確保できていると考えられますが、保護者の就業形態の多様化等に伴

い、ニーズが増加することも考えられることから、利用者のニーズや施設の状況に応じて、

量の確保を行うとともに、更なる時間延長の可能性、設備等整備や人材の確保等についての

課題整理を通して、課題解決に向けた具体的な取組について事業者等との調整を図ります。 

 

⑤ 病児・病後児保育事業 

発熱等の急な病気等で、集団保育が困難な児童を一時的に施設において保育を行う事

業です。 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人日 550 550 550 550 550 

②確保方策 
人日 750 750 750 750 750 

か所 1 1 1 1 1 

③過不足（②－①） 人日 200 200 200 200 200 

  ※人日：延べ利用日数 

  ・確保の考え方 

現時点で提供体制が確保できていると考えられますが、事業の認知度の低さ等が懸念される

ため、更なる事業の周知を図ります。 
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⑥ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者の就労や疾病等の理由で、放課後に保護を受けることができない小学校児童に

対して、放課後に生活の場、適切な遊びの場を提供する事業です。 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 

１年生 人 315 322 296 303 286 

２年生 人 287 271 281 263 273 

３年生 人 187 218 209 221 209 

４年生 人 114 113 135 131 141 

５年生 人 58 61 62 74 74 

６年生 人 39 35 37 38 47 

合計 人 1,000 1,020 1,020 1,030 1,030 

②確保方策 
人 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 

か所 22 22 22 22 22 

③過不足（②－①） 人 110 80 80 70 70 

  ・確保の考え方 

共働き世帯の増加等により、利用ニーズが増加傾向にあったこと等を踏まえ、平成 31 年４

月に新たに２か所を開設しました。今後も、利用者のニーズや施設の状況に応じて、量の確

保を行い、放課後児童の安全を確保しながら、遊びを通しての自主性、社会性及び創造性の

向上、体力の増進を図り、放課後や週末等における子どもの安全かつ安心な居場所づくりを

推進します。また、特別な支援を要する子どもたちの受け皿づくりのための環境づくりのほ

か、専門的な知識や技能を有する人材の確保や余裕教室等の活用等も検討します。 
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⑦ 妊婦健康診査 

妊娠中の健康管理を行うとともに、異常を早期に発見し、早期に治療につなげること

を目的に行う事業です。 

 本市では、健康診査を医療機関に委託し、母子健康手帳交付時に１人の妊婦につき

14 回分の受診票を発行しています。 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人回 9,002 9,030 8,974 8,960 8,946 

②確保方策 人回 9,002 9,030 8,974 8,960 8,946 

③過不足（②－①） 人回 0 0 0 0 0 

  ※人回：延べ利用回数 

  ・確保の考え方 

妊婦が安心して出産を迎えるための重要な事業であることから、定期的な受診を勧奨しなが

ら継続して実施します。 

 

⑧ 乳児家庭全戸訪問事業 

母子保健推進員等が、生後４か月未満の乳児がいる家庭を全戸訪問し、アンケートに

より乳児とその保護者の状況について確認し、その結果を行政につなぐとともに、健康

や育児、母子交流の場等に関する情報提供を保護者へ行う事業です。 

 本市では、生後２～３か月の乳児がいる家庭を全戸訪問するとともに、独自事業とし

て、生後９～10 か月時における再訪問を実施しています。 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人 616 616 616 616 616 

②確保方策 人 616 616 616 616 616 

③過不足（②－①） 人 0 0 0 0 0 

  ・確保の考え方 

乳児を持つ家庭にとって大きな支えとなり得る事業であることから、子育てに関する情報提

供や養育環境等の把握に継続的に取り組みます。 
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⑨ 養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

養育支援訪問事業は、産後うつ等による育児不安や健康についての相談を受けて、特

に支援が必要な保護者に対し、助産師等が家庭を訪問し、相談内容に応じた支援を行う

事業です。 

 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業は、要保護児童の早期発見や適切な保護

を図るため、要保護児童及びその保護者に関する情報交換を行うとともに、要保護児童

等に対する支援内容に関する協議を行う要保護児童対策地域協議会の機能強化を図る

事業です。 

  ・量の見込みと確保方策（養育支援訪問事業） 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 件 51 51 51 51 51 

②確保方策 件 51 51 51 51 51 

③過不足（②－①） 件 0 0 0 0 0 

  ・確保の考え方 

養育支援訪問事業については、保護者の育児不安の解消のための支援に継続的に取り組みま

す。子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業については、要保護児童対策地域協議会の

機能強化について、本事業としてではない形で取り組みます。 
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⑩ 子育て短期支援事業 

保護者の疾病や仕事等の事由により児童の養育が一時的に困難となった場合、又は育

児不安や育児疲れ等の身体的・精神的負担の軽減が必要となった場合に、児童を児童養

護施設等で一時的に預かる事業であり、短期入所生活援助（ショートステイ）事業と夜

間養護等（トワイライトステイ）事業に分類されます。 

 本市では、短期入所生活援助（ショートステイ）事業のみ実施しています。 

  ・量の見込みと確保方策 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み 人日 10 10 10 10 10 

②確保方策 
人日 10 10 10 10 10 

か所 3 3 3 3 3 

③過不足（②－①） 人日 0 0 0 0 0 

  ※人日：延べ利用日数 

  ・確保の考え方 

短期入所生活援助（ショートステイ）事業については、現時点で提供体制が確保できている

と考えられることから、今後も現行体制で対応します。夜間養護等（トワイライトステイ）

事業については、保護者からのニーズ等を踏まえ、必要に応じて実施を検討します。 
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⑪ 利用者支援事業 

教育・保育施設や地域の子育て支援の事業等の利用について、情報集約と提供を行う

とともに、子どもや保護者から施設・事業等の利用に当たっての相談に応じ、必要な情

報提供・助言を行い、関係機関との連絡調整等を行う事業です。利用者支援と地域連携

をともに実施する「基本型」、主に利用者支援を実施する「特定型」、保健師等の専門職

がすべての妊産婦等を対象に利用者支援と地域連携をともに実施する「母子保健型」に

分類されます。 

 本市では、「母子保健型」を１か所設置する一方、「基本型」及び「特定型」は設置し

ていませんが、子育てコンシェルジュの配置等による利用者支援を実施しています。 

  ・量の見込みと確保方策（基本型・特定型） 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み か所 0 0 0 0 0 

②確保方策 か所 0 0 0 0 0 

③過不足（②－①） か所 0 0 0 0 0 

  ・量の見込みと確保方策（母子保健型） 

 単位 R2 R3 R4 R5 R6 

①量の見込み か所 1 1 1 1 1 

②確保方策 か所 1 1 1 1 1 

③過不足（②－①） か所 0 0 0 0 0 

  ・確保の考え方 

現行の提供体制において、利用者支援及び地域連携を推進します。 

 

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者が各施設事業者に支払う食事の提供や日用品・文房具等の購入に要する費用等

の実費徴収に係る費用について、保護者の世帯所得の状況等に基づき、助成を行う事業

です。 

 本市では、令和元年度から副食費の助成を実施しています。 

  ・確保の考え方 

副食費の助成については、継続して実施するとともに、日用品・文房具等の購入費等に関す

る助成についても、国や県、周辺自治体の動向等を踏まえ、必要に応じて実施を検討します。 
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⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

新規参入事業者に対する巡回支援や、特別な支援が必要な子どもを受け入れる認定子

ども園に対して職員の加配に必要な費用の補助を行う事業です。 

 本市では、現在実施していません。 

  ・確保の考え方 

現時点では実施を予定していませんが、待機児童の解消に向け、新規事業所の参入等が行わ

れる場合には、必要に応じた実施を検討します。 
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第４章 計画の推進体制 
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第４章 計画の推進体制 

 

１ 関係機関等との連携 

質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を提供するため、円滑な事務の実

施を含め庁内関係部局間の密接な連携を図るとともに、県と、幼稚園の運営の状況等の必

要な情報を共有し、連携して指導・監督を行うなど、相互に密接な連携を図ります。 

 また、市民が希望する教育・保育事業を円滑に利用できるよう、市町域を超えた利用を

想定し、近接する市町と連携を図り、迅速に調整等が行われるように努めます。 

 さらに、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を実施し、地域の実情に

応じて計画的な基盤整備を行うため、教育・保育施設等の関係機関等と相互に連携し、協

働しながら事業を推進するとともに、関係機関同士の密接な連携も必要と考えられること

から、関係機関同士の連携のための支援を行います。 

 

２ 計画の達成状況の点検・評価 

「姶良市子ども・子育て会議」において、各年度における「子ども・子育て支援事業計

画」に基づく施策の実施状況（教育・保育施設や地域型保育事業の認可等の状況を含む）

等について点検、評価し、協議内容に基づいた事業計画の見直しや取組内容の改善等を図

ります。 
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資料編 

 

１ 姶良市子ども・子育て会議 

（１）姶良市子ども・子育て会議条例 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「法」という。）第 77 条第

１項の規定に基づき、姶良市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）

を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は、法第 77 条第１項各号に掲げる事務を処理するとともに、

子ども・子育て支援施策に関し、市長が必要と認める事項について調査審議する。 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員 15 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

(２) 子ども・子育て支援に関する事業に従事している者 

(３) その他市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱日から当該委嘱日の属する年度の翌年度末までとする。ただし、

任期中委員がその本来の職を離れたときは、委員の職を失うものとする。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第５条 子ども・子育て会議に、会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員が、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長

となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところ

による。 

４ 会議において必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求めその説明又は意見を聴く

ことができる。 

（庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、児童福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会

長が会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 26 年４月１日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、会長が定められていない場合は、市長が会議を招集

する。  
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（２）姶良市子ども・子育て会議委員名簿 

 

 選出区分 所属団体等の名称及び役職 氏名 備考 

１ 

子ども・子育て

支援に関し学

識経験を有す

る者 

学識経験を有する者 佐 藤 直 明 会長 

２ 姶良地区医師会代表 山 野 ち な み  

３ 民生委員・児童委員代表 冨 重 律 子  

４ 市教育委員会委員代表 藤 谷 和 泉  

５ 市学校長会代表 山 崎 省 一  

６ 市母子保健推進員代表 杉 尾 育 代  

７ 

子ども・子育て

支援に関する

事業に従事し

ている者 

社会福祉協議会代表 羽 島 ま り 子  

８ 市内幼稚園代表 矢 野 芳 秀  

９ 市内保育園代表 長 井  洋  

10 市児童クラブ連絡協議会代表 駒 倉 國 治  

11 

その他市長が

必要と認める

者 

市児童クラブ指導員代表 濱 田 雅 子  

12 市議会の議員代表 堀  廣 子  

13 小学校ＰＴＡ代表 上 野 綾 希 子  

14 幼稚園の保護者代表 石 原 か す み  

15 保育所の保護者代表 西 中 美 代 子  

 ※敬称略。令和２年３月現在 
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